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研究成果の概要（和文）：生活保護受給有子世帯の保護者が抱える子どもの就学や進学についての課題や、活用
する社会資源の状況に対して、生活保護ワーカーや子ども支援員がいかなる役割を果たすか、について考察し
た。調査結果からは、子ども支援員の経験年数の違いによる実践に対しての戸惑いや確信の強さの違いが示唆さ
れた。生活保護ワーカーもまた、多様な職歴から、子どもの対応や世帯主と子どもの関係への関与や介入等、さ
らに子ども支援員との関係にばらつきが見られた。

研究成果の概要（英文）：This study considered on what kind of role and practice public assistance 
officer and the child support worker take for social needs and social resources of families with 
school children. From research outcomes this study find that the child support worker feel 
puzzlement or confidence on their practice depending on their experience. And research outcomes also
 indicate that there are a variety of practice of support, intervention and relationship with the 
child support worker of public assistance officer for families and children from their job 
experience back ground.   

研究分野：児童家庭福祉
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 貧困状態におかれている子どもが貧困状
態に陥る状況は、養育環境や・学習環境の不
十分さが大きく影響していることは、従来か
らいくつかの研究でいわれてきた（O.ﾙｲｽ
1959，P.ﾌﾞﾙﾃﾞｭｰ&J.C.ﾊﾞｽﾛﾝ 1967，籠山 1984，
苅谷 1995，阿部 2008，浅井 2008 ほか）。こ
れに対し、政府により、子ども手当（児童手
当）、高等学校無償化等の施策が実施され、
また、民間の間でも社会的活動が展開されて
きている（「子どもの貧困防止ネットワー
ク」）。 
 生活保護受給世帯に対する学習・進学支援
については、いくつかの先駆的自治体（東京
都江戸川区 1989，東京都板橋区 2008，北海
道釧路市 2010 等）をはじめとして、近年多
くの自治体で取り組まれてきている。その中
には、福祉部局と教育委員会が連携し中学生
を対象として学習支援を行う事例（高知市）
や一般社団法人に委託して行う事例も見ら
れてきている（埼玉県）。しかしながら、生
活保護受給の保護者や子どもが抱える就学
や進学の課題の実態解明は、十分な究明がな
されていない。特に被保護世帯の子どもへの
支援は、保護者の生育歴だけでなく、保護者
と子どもの学歴観や職業観といった考え方
に基づいて支援組み立てていくことが不可
欠である。そのためにも各自治体は、さまざ
まな取り組みと実施体制の工夫が求められ
ているが、自治体の調査等の把握は、数量的
な把握が中心であり、質的な把握は少ない。 
 
２．研究の目的 
 生活保護における保護受給者は、2011 年度
に過去最高を更新して以降、増加傾向が続い
ている。特に、生活保護を受給する世帯の子
どもが貧困に陥るという状況は、貧困の再生
産や連鎖の問題として、わが国における貧困
と格差の重要な課題となっている。この間、
神奈川県をはじめとして、各自治体で生活保
護ケースワーカーと連携する子ども支援員
を配置し、各福祉事務所の生活保護受給の子
どものいる世帯（生活保護受給有子世帯）へ
支援の取り組みがはじまっている。支援の制
度は、自治体ごとに条例をつくりすすめられ
てきた。各自治体ですすめる子ども支援がい
かなる成果をあげ、課題があらわれているか
分析することが求められている。 
本研究は、生活保護受給有子世帯の保護者が
抱える子どもの就学や進学についての課題
や、活用する社会資源の状況に対して、生活
保護ケースワーカーや子ども支援員がいか
なる役割を果たすか、について考察すること
を目的とした。さらに、子どもの教育・福祉
支援について、生活保護制度の課題と可能性、
就学・進学支援プログラムの課題の検証を行
うこととした。研究期間は 3年間である。 
 
３．研究の方法 
 研究方法は、文献研究と社会調査研究によ

り実施した。 
 文献研究では、学術書、および政府、自治
体の政策文書等、刊行されているものを対象
とするとともに、自治体の先駆的事例や自治
体の抱える実態的課題について、自治体より
情報収集を行なった。さらに、政府等で把握
されている栄養と子どもの貧困対策、および
地域で、近年民間主体により進められている
子ども食堂の実践状況について、文献調査お
よび情報収集を行なった。 
 社会調査研究では、生活保護受給有子世帯
を担当する生活保護ケースワーカーと子ど
も支援員に対して、半構造化面接法によるイ
ンタビューを実施し、生活保護ケースワーカ
ー、および子ども支援員の担当世帯に対する
生活支援、養育・教育支援の実態を把握した。
調査は、Z 県保健福祉局福祉部生活援護課お
よび県所管の６箇所の福祉事務所長の協力
のもと行った。 
 
４．研究成果 
 上記の研究方法による文献研究のうち、政
府の整備してきた法令、政府の進めてきた子
どもの貧困対策に関する検討会議、自治体の
事例として神奈川県により進められてきて
いる子どもの貧困対策に関係する法令や対
策の実践例について、整理した。加えて、全
国の先駆的自治体事例のうち、3 自治体（一
般市、政令指定市、都道府県）について、直
接訪問し、情報収集を行なった。その際、自
治体より提供された資料等によるまとめは、
収集された情報が、刊行されたものでなけれ
ば、自治体名を匿名として扱い報告に掲載し
た。この情報収集の結果については、本研究
の既刊報告書（小林ほか2015、小林ほか2016）
にて報告している。 
 文献研究のうち、政府等で把握されている
栄養と子どもの貧困対策、および地域で、近
年民間主体により進められている子ども食
堂の実践状況の調査結果については、世帯格
差と子どもの栄養状態の関連性について、保
護者の生活習慣が子どもに与える影響、朝食
摂取と健康状態及び学習能力・運動能力との
関連、所得と朝食摂取の関連を中心に、社会
統計と政府および国立社会保障・人口問題研
究所問題研究所等で把握されている現状に
ついて、整理を行った。行政、民間企業、ボ
ランティア組織等の子どもの貧困に対する
取組み状況としては、子ども食堂の現状、実
践の環境、実践事例について整理を行った。
具体的には、平成 28 年度本研究報告書（高
安 2017）にて取りまとめている。 
 子どもの貧困と栄養の関連性及び、「こど
も食堂」が果たす役割に関して、①世帯格差
と子どもの栄養状態の関連性②行政、民間企
業、ボランティア組織等の子どもの貧困に対
する取組み状況③こども食堂の現状と今後
の課題を整理する事を目的とした。方法は、
文献調査により、各種統計調査や雑誌記事、
セミナー等の情報を対象として、整理できた



結果をまとめた。調査から、朝食の摂取や共
食が子どもの生活習慣や健康状態に大きな
影響を与え、その生活習慣は両親の影響を大
きく受けているという事が複数の調査研究
から判明した。また、健全な生活習慣を獲得
する為には家庭内での「食育」は非常に重要
なキーワードとなっている。しかしながら、
現在では、貧困家庭に限らず、核家族が進み、
女性の社会進出等により子ども達の孤食の
機会は増えている為、家庭内において望まし
い食習慣や生活習慣の取得が困難となる事
が予想される。家庭のみで食育の全てを賄っ
ていくには限界がある為、地域ぐるみで子ど
もの食育に取り組んでいく事が重要であり、
合わせて、子ども食堂の現状について、子ど
も食堂ネットワークの状況、内閣府の交付金
の状況、等について整理した。 
 社会調査研究は、次のような概要で実施し
た。 
⑴調査目的 
 本調査は、生活保護受給有子世帯の保護者
が抱える子どもの就学や進学についての課
題や、活用する社会資源の状況に対して、生
活保護ケースワーカーや子ども支援員がい
かなる役割を果たすか、について考察するこ
とを目的とした。 
 
⑵調査方法 
 方法は、生活保護受給有子世帯を担当する
生活保護ケースワーカーと子ども支援員に
対して、半構造化面接法によるインタビュー
を実施し、生活保護ケースワーカー、および
子ども支援員の担当世帯に対する生活支援、
養育・教育支援の実態を把握することとした。 
 調査は、Z 県保健福祉局福祉部生活援護課
および県所管の6箇所の福祉事務所長の協力
のもと行った。 
 調査対象の選定は、①各福祉事務所に配置
される子ども支援員と、②当該子ども支援員
のケースを同じく担当するケースワーカー
のうち担当経験の長い者から１名へ「調査に
関する説明書」を福祉事務所をとおして配付
し、調査への参加の同意が得られる者から、
直接、研究代表者へ同意書の返送を行う方法
で、同意の得られる者を回答者として、調査
を実施した。調査は、回答者の勤務時間内で
回答者の都合にあわせて日程調整し、福祉事
務所内で回答の内容が他者に知られないよ
うな場所を確保して、回答者のプライバシー
に配慮して実施することとした。さらに協力
の得られた者にその後人事異動があった場
合には、調査実施以前の段階であれば、対象
から除外することとした。また、調査の協力
については、インタビューの事後であっても、
同意の撤回書により、協力や回答内容の取り
消しが行えるよう配慮した。同意の撤回があ
った場合は、回答者に関する情報や回答内容
はすべて廃棄することとした。 
 インタビューは、倫理審査終了後 2015 年 5
月から 2016 年 6 月までの期間で、対象に約

60 分１回のインタビュー調査を実施した。実
施は、研究代表者及び分担者を中心とする少
人数で行うことで、回答者の回答意図の明確
化、論点の深化、調査結果の焦点化を行うこ
とができると考えた。その際、回答者の状況
に合わせて途中で休憩を入れるなど適宜疲
労に配慮して行うことした。また、回答の内
容は、連携する子ども支援員、生活保護ワー
カー、福祉事務所長、県福祉部へ開示しない
ことを回答者へ伝えることとした。 
 
⑶分析方法 
 本研究は、Z 県が先進的に生活保護制度へ
子ども支援員制度を導入した自治体として、
これまで、子ども支援員の支援状況や生活保
護ケースワーカーとの連携の状況などが把
握されたことはない。したがって、今回の調
査研究は、今後の問題発見と調査仮説の構築
を目的とする基礎研究である。したがって、
インタビューの回答で得られたデータは、回
答者が特定されないよう匿名で処理し、KJ 法
を中心とする基礎的な質的データ整理方法
を用いて、分析することとした。 
 本調査研究は、研究代表者（小林）が研究
全体の統括と、児童家庭福祉領域の制度・政
策並びにソーシャルワークを、分担研究者
（岡部）は、貧困・低所得問題とその対応策
である制度・政策並びにソーシャルワークを、
分担研修者（西村）は、若者問題と対応策と
しての教育制度・施策を中心に研究を進めて
きており、公的扶助、児童家庭福祉、教育学
の複合的視点で取り組むことが可能である。
これらの分担により、得られたデータを分析
して、さらなるリサーチクエスチョンと仮説
の構築をすすめることとした。 
 
⑷倫理的配慮 
 研究は、以下の倫理的配慮を行うこととし、
東海大学倫理審査委員会の承認のもと実施
した。 
①事前の配慮 
 本研究に関する倫理指針は、日本社会福祉
学会、教育学会の研究倫理指針に基づきすす
める。さらに、研究代表者の所属する大学（東
海大学）における倫理委員会で審査を受け、
承認を得る。 
 調査の実施にあたっては、本研究では特に
生活保護ケースワーカーおよび子ども支援
員へのインタビュー調査を実施するために、
福祉事務所および所管行政の協力の下すす
める。その際、対象者に対して、業務との関
係で調査への強制力が作用しないよう、事前
に調査の目的・趣旨を十分説明し、調査協力
や調査結果公表の同意を得る（調査主体は研
究代表者および分担研究者とし、口頭説明な
らびに、文書での同意書をとる）。また、調
査への協力は、インタビューの実施後でも回
答の取り消しができるよう説明書に明記し、
同意の撤回についても心理的負担なく可能
となるよう書面を用意して行う。 



②実施の際の配慮 
 実施の際には、インタビューの環境に配慮
し、回答者の便宜を考慮して、福祉事務所で
行うが、他者に内容をきかれない部屋を確保
してすすめる。実施にあたって、あらためて、
調査の説明と同意の確認を行い、同意の取り
消しが事後でもできることを書面と口頭で
伝え再確認を行う。実施中は、適宜休憩をと
るなど回答者の疲労に配慮してすすめる。 
③事後の配慮 
 実施後は、回答者が特定されないよう匿名
化してデータを処理し、研究代表者の研究室
で施錠の可能なキャビネットに保管し、実施
後、５年間をもって回答者に関わるすべての
データおよび書類を破棄する。 
 研究成果を発表する際には、回答者の匿名
性が確保できるように、配慮して結果の公表
を行う。 
 以上の倫理的配慮のもと調査を実施した。 
 
⑸調査結果の概要 
 インタビュー調査の結果、聞き取りは、子
ども支援員 5名、子ども支援員と連携する生
活保護ワーカー5 名から回答を得ることがで
きた。聞き取りは、2016 年 2月から 5月の期
間で実施した。一箇所のみ、回答者の意向と
都合で、連携する子ども支援員と生活保護ワ
ーカーが同時に調査を実施することがあっ
た。聞き取りは、各保健福祉事務所で、回答
者の回答が他者の目に触れない部屋である
会議室等を確保して、他者に回答を聞かれな
いように配慮して実施した。調査時間は、53
分から 2 時間 40 分であった。特に長い２時
間以上の調査回答者は、回答者の意向に沿っ
て、子ども支援員と生活保護ワーカーが同席
のもと実施したケースである。 
 調査結果からは、子ども支援員の経験年数
の違いによる実践に対しての戸惑いや確信
の強さの違いが示唆された。経験年数は、短
い者で約半年、長い者で 5 年となっていた。
子ども支援員の前職についても多様であり、
社会福祉関係職の者もいれば、教育関係、そ
れ以外の者もいた。こうした違いに対して、
配置された職場では、業務の流れや担当ケー
スの割り当て等について、個別の状況が見ら
れた。子ども支援員は、上司や職場の同僚の
状況に応じて、自己の担当ケースや業務の方
法について、子ども支援員の研修も参考にし
ながら進めていることがわかった。 
 生活保護ワーカーもまた、多様な職歴を持
ち、自己の担当ケースにおける子どもの対応
や世帯主と子どもの関係への関与や介入等、
さらに子ども支援員との業務分担や連携方
法等にばらつきが見られた。子ども支援員と
生活保護ワーカーの関係について、業務分担
や支援方法、連携方法については、個別性が
あるが、子どものいる世帯への対応では、子
ども支援を専門とする職員の配置について、
その意義については、調査協力のあった回答
者では、共有されていた。 

 今後、以上のような回答者の個別性につい
て、さらに質的分析を進めて、生活保護の制
度活用と子ども支援の効果と課題について、
整理し、学会等で報告することとしたい。 
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